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    第２４４号 

                                                      

                                              令和元年 12 月 16 日 

             全国卸売酒販組合中央会 

 

 

 

 

『 十 年 一 昔 』 ～ 2 0 2 0 年 代 へ 向 け て ～  

 

 

北海道支部長 伊関 淑之 

 

 

２０１９年が終わろうとしております。 

２０１０年代締めくくりの本年は、新天皇のご即位、「平成」から「令和」へ

の改元という歴史的な１年ともなりました。 

 振り返りますと、この２０１０年からの１０年間は激動の１０年ではなかっ

たのかと思います。 

何と申しましても、地震、津波、台風等の甚大な天災が激増しました。 

２０１１年の“東日本大震災”をはじめ、１６年の熊本、１８年の大阪、北

海道胆振東部等未曽有の地震や、西日本豪雨や直近の本州での大規模な台風被

害等の自然災害が多発し多くの尊い犠牲者が出ました事に対して心より哀悼の

念を表すと共に、現在も復旧に向けての作業が続く地域の方々にお見舞いを申

し上げます。 

 又、この１０年に、消費税増税が２回行われました。（２０１４年、２０１９

年）私共の主力の酒類もこの増税によって、マーケットも変化し、和酒の減少

化、ハイボール需要もあり、ウイスキー類や多彩なフレーバーや高アル化にて

ＲＴＤが大幅増進となりました。 

 しかしながら、人口減によっての消費減少に加え低価格指向が一層強まりま

した。その人口減では、とりわけ酒類市場を牽引して頂いた、団塊の世代の方々

の高齢化や健康志向の強まりが影響している一方で、若年層は依然として酒類

への支出が減っており、更には３０代、４０代の世帯でも同様なことから、“若

者の酒離れ”は“若・中年の酒離れ”にこの１０年で変化してきております。（経

済産業省 家計調査：酒類への支出より） 
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 こうした狭まった市場の中で、採算を度外視した廉価販売が業界全体の収益

を悪化させてきました。その中で、２０１７年６月には、『改正酒税法』が施行

され、いわゆる＜酒類の公正な取引の基準＞が定められたことは、酒類業界に

おいてこの１０年で最も大きな出来事でありました。 

 北海道地区については、量販店を中心に基準を踏まえた市場価格が順調に推

移し、特に初年度は我々卸業界においても少なからず恩恵を被ることが出来ま

した。 

しかしながら、一部全国系ＧＭＳの低価格戦略が要因で、徐々に市場売価は

下落してきたことから、追随する他量販も現れ、非常に残念な流れとなってき

ております。 

 来年度は 10月にビール系飲料の税制改正が行われる予定です。物流費を加え

たコストオンは勿論、販管費を再度精査し、何とか収益が着実に上がるシステ

ムに改善致しましょう。 

 さて、来年は、２０２０年オリンピックイヤーとなります。 

大勢の方が世界中より、東京に来日され、大混雑が予想されますが、景気の視

点では大変喜ばしい、２０年代のスタートの年になることでしょう。 

 次の１０年がどうなるかの予測はまったくもって立てづらく、５年後？、３

年後？ですら、何が起こるか、不透明でありますが、人口減少に加え、少子高

齢化が一段と進んでることだけは、避けようの無い事実ですので、特に嗜好品

を商いとする、我々酒類業界は、存続・発展の為にも今こそ、『量から質』への

販売に特化しなければ、生き残れなくなることでしょう。 

 十年後に、業界が健全化され、「昔、大変な時代があって、売っても売っても、

儲からない馬鹿なことやってたんだな・・・」と若い営業マンが笑い話にする

ような時代が来るように、我々の代が、精一杯知恵を絞って、次世代へ夢のあ

る業種として、酒類卸売業を継承させたく行動を起こして参りたいと考えてお

ります。 

 今後とも行政官庁、中央会の特段のご指導、ご配慮を宜しくお願い致します。 


